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概算要求関連ニュース

厚労省概算要求のポイント

共同通信社 8月 29 日(水) 配信

厚生労働省の２０１３年度予算概算要求のうち、特別枠のポイントは次の通り。

一、特別枠で計１千億円規模を要求。

一、人工多能性幹細胞（ｉＰＳ細胞）を使った再生医療や創薬研究を推進する「医療イノ

ベーション」に数百億円計上。

一、在宅医療充実やへき地医療支援に約１００億円を充てる。

一、認知症患者の地域での生活に向けた医療、介護サービス拡充に数十億円。

一、がん患者の就労支援を拡充。乳がん検診などの受診率を上げる。

一、障害者の生活を支える人材の育成。子育てで、休日の一時預かりが可能な保育所を整

備。

一、生活困窮者の総合相談窓口のモデル事業を実施。地域の雇用創出や、高度浄水施設建

設の支援。

特別重点要求、地域医療強化など 4項目- 厚労省、来年度予算で

厚生労働省は 29 日、民主党の厚生労働部門会議に、来年度予算概算要求の調整状況を報

告し、既存事業見直しなどで削減した額の最大 2倍まで要求できるライフ分野の「特別重点

要求」として、「地域医療の強化のための緊急対策」など 4 項目の事業の予算を求める方針

を示した。

「地域医療の強化のための緊急対策」の事業では、在宅療養中に容体が急変した高齢者や、

NICU 退院後の小児患者にも対応できるような在宅医療の連携体制を築いたり、ドクターヘ

リの運用支援などで、へき地での在宅患者の医療機関へのアクセスを良くしたりする。

このほか、同省が特別重点要求するのは、▽医療イノベーション 5か年戦略の着実な推進

▽認知症施策の着実な実施▽がんに対する質の高い医療提供体制の構築－の 3項目。

「医療イノベーション 5か年戦略の着実な推進」では、学術的な研究を創薬につなげるた

めの環境整備や、再生医療・個別化医療の実現に向けた研究支援を行う。「認知症施策の着

実な実施」としては、認知症の状態に応じて適切なサービスを提供するための「認知症ケア

パス」作成や、認知症患者の地域生活を支える医療・介護サービスの構築を目指す。「がん

に対する質の高い医療提供体制の構築」では、今年度から 5年間の「がん対策推進基本計画」

に基づいて、乳がん・子宮頸がんの検診を罹患率の高い世代に重点を置いて推進したり、「緩

和ケアセンター」を整備したりする。

また厚労省は、▽医療従事者の勤務環境改善に向けた相談体制拡充▽救急勤務医の離職防

止・確保対策▽在職中の治療を支援するための企業・医療機関向け手引き作成▽健康づく
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り・生活習慣病対策推進▽禁煙に関する電話相談などに応じる「たばこ相談員」のがん診療

連携拠点病院への配置▽地域で生活する精神障害者への訪問支援体制整備▽介護ロボット

の実用化に向けた研究開発推進▽民間教育機関による介護人材の実践的な職業訓練推進－

などの事業で予算要求するとした。

同日、厚労省から具体的な予算額に関する説明はなかった。部門会議は、週明けの会合で、

同省が示す予算額も含めた概算要求案について議論する。【佐藤貴彦】

（ 2012 年 08 月 29 日 13:07 キャリアブレイン ）

在宅医療充実に１０５億円 容体急変時の対応強化

共同通信社 9月 5日(水) 配信

厚生労働省は５日公表した２０１３年度予算の概算要求に、在宅医療を充実させるため、

地域の医療・介護の連携を進める事業費として１０５億円を盛り込んだ。市町村が中心とな

って、在宅の患者が容体急変した際の対応を強化したモデル事業などを実施する。予算が重

点配分される特別枠の要求。

厚労省は１１年度から２年間の計画で、在宅医療の拠点を整備するモデル事業を実施。２

４時間往診できる診療所などを拠点に、医療や介護の専門職が患者の情報を共有して連携す

る取り組みで、１３年度からは「急変時対応」や「薬物療法の提供」などを強化して、引き

続き実施する。

「急変時対応強化モデル」は、在宅の患者の容体急変に備え、受け入れ可能な医療機関を

市町村があらかじめ把握。一方で患者が重症化しないよう保健師が定期的に巡回するように

する。

「薬物療法強化モデル」は、地域の複数の薬局が連携し、抗がん剤を含む薬剤を、在宅の

患者に２４時間提供できる仕組みづくりを進める。

このほか、自治体がドクターヘリに衛星利用測位システム（ＧＰＳ）やデジタル無線を搭

載する際の費用を補助するための予算も盛り込んだ。

厚労省、来年度概算要求額は 30 兆円超- 特別重点・重点要求枠に 1088 億円

厚生労働省の来年度予算概算要求の概要が 5 日、明らかになった。一般会計の要求額は

30 兆 266 億円で、今年度当初予算額から 8514 億円増加。7 月に閣議決定された日本再生戦

略の実現に向けた取り組みとして、革新的な医薬品や医療機器の創出を目指した「医療イノ

ベーション 5か年戦略」の関連施策や地域医療の強化、認知症対策などの特別重点・重点要

求枠に計 1088 億円を要望する。同日に開かれた民主党の厚生労働部門会議で示した。

医療関連の特別重点要求枠を具体的に見ると、「医療イノベーション 5 か年戦略の着実な

推進」に 411億円を要求。基礎研究の成果を医薬品の実用化につなげることを目指す「創薬
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支援ネットワーク」の構築に 41億円などを盛り込んだ。

「地域医療の強化のための緊急対策」では 105 億円を計上。在宅医療の充実・強化を図る

ため、病状が急変した患者などに対し、多職種が一体で医療・介護を提供するための体制の

確保など、在宅医療の連携体制の推進に 20 億円を要求する。また、へき地や救急医療での

アクセス強化のため、ドクターヘリの運航体制の拡充に 81億円を計上した。

また、認知症患者やその家族への支援体制の整備のための「認知症施策推進 5か年計画の

着実な実施」では 37 億円を要求。認知症患者が住み慣れた自宅で暮らし続けられるよう、

各市町村で地域の実情に応じて適切な医療や介護サービスを提供するための「認知症ケアパ

ス」の作成・普及などに充てる。

さらに、6月に政府が閣議決定した「がん対策推進基本計画」に基づいたがん対策の充実

を図る「がんに対する質の高い医療提供体制の構築」では 129億円を計上。子宮頸がん検診

については、従来の細胞診に加えて、HPV（ヒトパピローマウイルス）検査を 30代の女性に

実施するため 116 億円を要求する。【津川一馬】

（ 2012 年 09 月 05 日 12:54 キャリアブレイン ）

過去最大の１００兆円超へ復興含め、日本再生２兆円 予算要求７日締め切り

共同通信社 9月 7日(金) 配信

２０１３年度予算の概算要求総額が、特別会計に計上する東日本大震災の復興費用と一般

会計との合計で、過去最大だった１２年度の９８兆４６８６億円を上回り、１００兆円を突

破する見通しであることが６日、分かった。予算が優先配分される「日本再生戦略」関連の

要求が２兆円前後に膨らみ、復興費用も１２年度の要求額を大きく超え、４兆～５兆円に達

する。

国の借金返済に充てる国債費が１２年度の要求額を約２兆円上回り、過去最大になったこ

とも全体を押し上げた。政府は７日に各省庁からの要求を締め切り、予算編成を本格化する

が、極度の財政難の中で財源探しが大きな課題になりそうだ。

一般会計の予算要求は９８兆円前後に達する見通し。このうち、経済成長の青写真を示し

た日本再生戦略の関連では、厚生労働省が革新的な医薬品や医療機器の開発、海外展開に向

けた事業などに１０８８億円を要求。農林水産省は、農林漁業者が生産から販売まで一貫し

て手掛ける「６次産業化」や再生可能エネルギーの普及促進などに２４２７億円の予算を求

める方針だ。

政府は８月１７日、予算要求のルールに当たる概算要求基準を決定。人件費などを除く政

策経費を１２年度予算に比べ１０％削減するよう各省庁に求める一方、今後の成長が見込め

る環境、医療、農林漁業の重点３分野をはじめ、日本再生戦略関連の予算は削減額の１・５

倍～４倍の要求を認めた。

復興費用は１２年度予算の要求段階では一般会計に含まれていたが、通常の予算と明確に

区分するため、最終的に特別会計に計上された。
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概算要求「ばっさり切る仕事増えた」- 財務相が予算編成査定方針

安住淳財務相は 7 日の閣議後会見で、来年度予算編成の査定方針について、「今回の要求

はこれまでと違い、ある程度、天井を設けずにリクエストできる分野があった。一言でいう

と、主計局がばっさり切る仕事が増えた。あれもこれも、ついでにというのは全て却下する」

と述べ、年末までの予算編成作業の中で、厳格に査定する考えを示した。概算要求は、この

日が締め切りで、各省庁からの要求総額に、東日本大震災の復興経費を加えると 100 兆円超

になるとみられている。

政府はこの日、赤字国債発行に必要な特例公債法案成立の見通しが立たないため、9月以

降の一般会計予算の執行抑制を図ることを閣議決定した。具体的には、政府部内の支出や、

独立行政法人向け支出などを抑制する。安住財務相は会見で、「執行抑制しても、11月末に

は財源がほぼ枯渇する恐れがある。国民生活や経済活動にかなりの影響が生じかねない。そ

うした事態を回避するためにも、特例公債法案を速やかに成立させていただきたい」と述べ

た。なお、医療、介護、生活保護などについては、執行抑制の例外扱いとする。【君塚靖】

（ 2012 年 09 月 07 日 21:45 キャリアブレイン ）
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